
 
 
 

 
国税庁調査課 

 
 国税庁においては、これまで、国税局調査部の特別国税調査官所掌法人を対象に、税務に関す
るコーポレートガバナンス（税務 CG）の充実に向けた取組を促進してまいりました。 
 この度、同取組について、リスク・ベース・アプローチ（ＲＢＡ）の考え方に基づき、次表の
とおり見直しを行いました。 
 
 
 
 

 

項目 これまでの取組 見直し内容 

調査時期の 
延長等 

税務ＣＧの評価結果が「良

好」である場合に、一定の条

件の下で次回調査につき、調

査時期を１年以上延長又は調

査期間を短縮する。 

【発展的に解消】 
◆ 調査時期は、税務ＣＧの状況の他、最新の申告
内容等を含む各種要素に基づき判定した税務リス
クに応じて決定する（ＲＢＡ）としていることに併

せて、調査時期の延長等の措置は発展的に解消す
る。 

◆ ＲＢＡの下では、税務リスクに応じて調査時期や
調査体制等を決定することから、税務リスクの判定
要素の一つである税務ＣＧの状況が「良好」である
ことは、税務リスクを低減させ、ＲＢＡの下、調査
時期の延長等の可能性を高めることとなる。 

自主開示 

調査時期を延長した結果、

次回調査の事務負担が法人及

び国税当局双方にとって過重

とならないよう、調査省略事

業年度において、法人が一定

の取引を自主的に開示し、国

税当局がその開示内容に係る

処理の適否を判断する。 

【要請の廃止】 
◆ 調査時期の延長等の発展的解消に併せて、国税
当局から、税務ＣＧの取組として自主開示を要請
することは廃止する。 

評価結果の

伝達 

税務ＣＧの評価結果につい

ては、伝達していない。 

なお、調査時期の延長等が

伝達された法人については、

評価結果が「良好」であるこ

とを認識できる。 

【伝達内容を充実】 
◆ トップマネジメントとの面談時に評価結果を
「良好」、「おおむね良好」、「改善が必要」の３区分
により口頭で伝達する。 

◆ 面談前に、当局の担当者から、企業の担当者に
対して評価結果とその評価結果に至った根拠につ
いて説明を行うとともに、企業・当局の担当者間で
意見交換を実施する。 

公表内容 
延長等対象法人数等を公表

する。 

【公表内容を充実】 
◆ 延長等対象法人数に代えて、税務ＣＧの評価結
果が「良好」である良好法人数を公表する。 

◆ 各事務年度における、各評価区分（「良好」、「お
おむね良好」、「改善が必要」）の法人数及び全体に
占める割合を公表する。 

◆ 法人が、伝達された評価結果を基に、自社の立
ち位置を把握し、改善につなげる。 

税務に関するコーポレートガバナンスの充実に向けた取組の見直しについて 

リスク・ベース・アプローチ（ＲＢＡ） 
個々の法人の税務に関するコーポレートガバナンスの状況、事業内容、申告・決算内容、把握された非違

の内容や改善状況など各種要素の分析に基づき税務リスクを判定し、そのリスクに応じた的確な調査選定と
適正な事務量配分を実践すること 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税務 CGの取組については、国税庁ホームページをご覧ください。 

※ 見直し後の取組については、令和３年７月以降の実地調査から実施されます。 

【取組の概要】 
● 調査で把握された誤りについて、国税当局から紹介する再発防止に関する効果的な事

例等を参考に、再発防止策の策定及び運用をお願いします。 

● 調査省略となる事業年度において、企業の再発防止策の策定及び運用状況についてお

聞かせいただきます。 

● お聞かせいただいた再発防止策の策定及び運用状況について、次回調査に引き継ぎ、

次回調査は、その状況を踏まえた上で実施します。 

国税庁では、税務ＣＧの充実に向けた取組をより一層促進させるため、税務調査におい

て把握された誤りについて、再発防止策の策定及び運用をお願いする新たな取組を実施い
たします。 

この取組により、再発防止の徹底が図られ、企業の内部体制が強化されることが期待さ
れるとともに、国税当局が前回の税務調査での再発防止状況等を次回調査前に把握するこ
とで、次回調査を効率的に実施することが可能になると考えております。 

トップマネジメントとの面談の機会に、再発防止に向けた新たな取組への協力をお願い
させていただきますので、ご協力いただきますようお願いいたします。 

 

  税務ＣＧ 検索 


